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はじめに では「 988 年に発行された 産業技術白書「産業技術の 動向と 

わが国の産業競争力への 危機意識が高まっているが、 どこ 課題」 ( 通産省 ) で技術力評価が 行われているが、 以来あ まり 

に 問題があ るのか、 その強さと弱さを 客観的に把握し 戦略を 行われていない BL 。 

練る必要があ る。 特に、 その中核であ る産業技術力に 焦点を 

当て、 競争力の捉え 万と 定義、 国際競争力の 比較調査となら ].2  @ MD の「世界競争カレポート」ランキンク 

びにその対応 は ついて述べる。 ちう 一つ 、 先の国際競争力とはかなり 違っに視点で、 国の 

総体的な基盤に 着目した捉え 方をしているのが、 「世界競争 

] . 国際競争力を 巡る最近の動向 カレポート 汀 heWo Ⅱ dComDetitivenessYearb の k) 」を 出 

最近、 日本でも競争力 (Competitiveness) の強化が叫ぼれ しているスイスの l MD であ る。 この特徴は、 第 「に技術競 

ている。 はじめに、 米国の産業競争力強化を 提言した ヤ ンク・ 争力だけでなく、 国内経済力、 国際化、 政府、 資金調達、 ィ 

レポートⅡ 993 や 最近話題の l MD の世界競争力レポート ンフラ整備、 企業経営、 科学技術、 人材などの総合得点で 各 

などの考え方を 概観し、 国際競争力の 全体的な枠組み ( フレ 国の順位づけをしている 点であ る。 第 2 点 は 、 対象が O 巳 C 

一 ムワーク ) を孝スてみたい。 DSO 盟 諸国と新興国を 含めて 47 か国 ( 今年の l MD レホ一 

ト の場合 ) と 多いことであ る。 第 3 に、 分析基準 ( クライテ 

「Ⅰ 国際競争力強化への 米国および欧州の 対 応 l 」 ア ) が 3 目常に多く、 多数の統計データ ( ハードテータ ) の 

米国では「 983 年に、 米大統領産業競争力諮問委員会 他に 、 アンケート調査 ( ソフトデータ ) を加えている。 後者 

(President's@Commission@ on@ Industrial のエク ゼクティフ・ オピ 二才 ン 調査の項目数は 全体の約 3 割 

Competitiveness) が設置された。 これほ、 米国の競争力を 評 を占め、 景気変動などに 影響されやすいとちいわれている 

価し政策提言を 行うことを目的として、 産官学の主要メンバ [ 引 [1 ぴ 。 

一で構成されている。 委員長は当時ヒコーレット・ハッカード 

社長のジョン・ヤンク 氏で、 「 985 年「 月 「 5 日、 近年の米国 ].3  国際競争力に 関する意識の 高まりと対応 

技術政策のパ イ フル ( 新約聖 討 ともいれれる、 ヤンク・レポー 最近、 日本でも産業競争力に 対して政府や 産業界の意識が 

ト「 OobalComDetition-TheNew 円 eaTity 」を発表した 高まり、 今年 3 月「産業競争力会議」が 発足し、 G  事業 再構 

[lL 。 この内容は、 米国の国際競争力が 諸外国から 見曾 育の挑 築の環境整備、 ②税制改革、 ③技術開発活性化、 ④緊急雇用 

戦を受けているとし、 これが国民の 生活水準の向上、 安全保 対策、 などが進められている。 最近、 こうした産業競争力強 

障、 政府による諸施策への 支援能力を低下させる 要因となり 化についての 日本の各界の 動きが盛んになっている。 今年 3 

つつあ ることを指摘した。 米国産業競争力強化のために、 ① 月、 社団法人科学技術と 経済の会が中心となり、 日本の産業 

技術の創造、 応用、 保護、 ②米国産業の 資本コストの 低減、 技術競争力 は ついて、 「生産技術」 ゆ 「技術経営・ 人材」を 含 

③熟練 し 適応力と意欲のあ る人材育成、 および、 ④国家最優 む「 4 分野 239 項目にわたり、 米国、 欧州、 アジアとの国 

先事項としての 貿易の位置付けなどの 提言を行っている。 特 際比較調査を 行った [ 「「 ] 。 この結果は先の「産業競争力会議」 

に、 技術力が産業競争力の キ 一ポイントであ ることを強調し にも提出されている [1 図。 このように通産省、 科学技術庁を 

ている [ ョ [ 引別。 はじめ各省庁とち 国際競争力をめさした 政策・戦略策定に 取 

以来、 ジョン・ヤング 氏 ( 現在、 大統領科学技術諮問委員会 り組んでいろ。 

委員長兼務 ) らは、 「 99 「年に「競争力評議会 @ouncil on 産業界でちこうした 動きは活発化しており、 ( 社 ) 経済団体 

Co 巾 Detitiveness) 」を設立し、 産業の観点から 政府・産業界 連合会は、 「 998 年 9 月、 産業技術委員会でも 民間企業の産 

がとるべき対応を 提言い続けている [ 日お L 。 最近も、 今年の 業技術力の実態調査を 行い、 日本の産業競争力の 高さを支え 

3 月には、 米国ほ絶好調の 今こそ危ない 時であ り、 現在の国 てきだ産業技術力に 陰りが見え始めていると 警告している 

策や投資に方針変更がない 限り、 今後「 0 年以内に技術革新 [13L 。 また、 ( 社 ) 日本機械工業連合会は、 平成 7 年から継続 

国家としての 地位を失うかもしれないと、 種 何の科学技術 指 的に産業の高度化による 競争力強化の 研究を継続的に 行って 

標を分析して 警告を発している ア ] 。 いる。 ここでは、 「国際競争力」を「ねが 国国内に本拠を 置く 

さらに、 米国および欧州諸国でほ 国家重要技術 @ationa@  事業部門が海外拠点を 含めて、 国内および世界市場において、 

Critical Technol0 緩 ) の選定も盛んに 行われている。 こうし 現在から将来にねだって 優位なポジションを 持ち続けること 

た国家としての 重要技術の設定 は 、 欧州諸国にも 波及し、 ド のできる能力」と 定義し、 国際競争力強化について 詳しい調 

イツ ゆ フランス、 イギリスなど、 若干方法に違いが 見られる 査研究を行っている [1 引 [1 日 [1 包 [1 円 [1 割。 

が 、 競争力強化をめさして 技術評価が行われている。 わが 国 
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].4 国際競争力評価のフレームワーク 

世界競争カレポートでは、 「日本の国際競争力の 総合力 う 

ンキンクが、 「 995 年の 4 位から昨年は 18 位にまで凋落し、 

今年若干戻したちのの「 6 位にとどまった、 そして一位がア 

メリカ、 2 位がシンガポール、 ・‥」という。 「国際競争力」 

という言葉について、 一般には、 産業あ るいは企業がクロー 

バル な 市場において 発揮する競争優位性のレベルを 表す意味 

で 用いられている [2lL 。 ここで「国の 競争力」についてもう 

少し基本に返って 考えてみたい。 

原 陽一郎氏らは、 「国際競争力」とはその 時点での国際競争 
力の実績 ( パフオーマンス ) をいう場合と、 将来の国際競争力の 

基盤となるポテンシャルをいう 場合の両方があ り、 その違い 
に 留意する必要があ るとしている。 実績としての パ フォー マ 

シ ス は 、 過去の努力の 成果 ( アウトフット ) であ るのに対し 

て、 ポ テンシャル ほ 将来の国際競争力に 影響を与えるインフ 
、 ソト の評価であ るとも述べている [2 図。 この見方は本質を 捉 

えているいる。 

図 ] は、 産業あ るい は 企業の活動 ( アクティ ピ ティ一 ) を 

描いたのもで、 その国のビジネス 環境として与えられた 活動 

基盤 ( インフラストラウチヤ 一 ) の上で、 各企業 は その能力 

を生かして事業活動 ( アクティ ピ ティ一 ) を行い、 その成果 

( アウトフット ) としての実績 ( パ フオーマンス ) が現れる、 

という簡単なビジネス・モデルであ る。 

l MD ゆ WE Ⅰの世界競争力評価は 基盤 ( インフラストラ 

クチャ一 ) を評価対象としているのに 対して、 COC などの 

産業競争力評価は 実績 ( パ フオーマンス ) を対象としている、 

と考えれ ば わかりやすくなる。 l MD の指標 は 、 企業にとっ 

ての活動拠点としての 魅力 度 、 すなわち海外からの 直接投資 

を促進し、 企業誘致をしやすい 企業環境のレベルを 計ろうと 

している。 一方、 COC などの産業競争力評価は、 これら ピ 

ジネス環境および 企業の活動力を 含めて、 活動の成果として 

現れる確かな 実績 ( パ   フオーマンス ) を見ようとしている。 

したがって、 いくら基盤整備がよくて ち 企業に活動能力が 伴 
ってないと パ   フオーマンス は 出てこない。 国際競争力の 実績 

として典型的な 指標 は 貿易収支であ ろう。 これほ現時点では 

l MD の評価から予想されるほど 日本の パ フオーマンスが 急 

に 下がってしまったわけではない。 しかし、 日本における 企 

業活動の基盤条件が 悪くなり、 基盤 ポ テンシヤ ル が下がれば、 

次第に日本企業が 海外に拠点を 移し、 空洞化が進むと、 国内 
活動のパフオーマンスにち 悪い影響が出てくることになる。 

「． 5  国際競争力の 評価方法の課題と 定義 

これらの評価指標は、 目的に含めせて 上手に注意深く 活用 

する必要があ る。 たとえ ぼ 、 自己評価の矛盾、 因果関係の採 

り違え、 総合指標の危険性、 評価の意義と 生かし 万 、 全体の 

総力か単位当たりの 力か 、 国の競争力か 企業の競争力かなど 

に 注意する必要があ ろう。 

特に、 競争力 は ついては定義を 明確にしておく 必要があ る。 

康陽一郎氏らは、 「国際競争力」を「国の 持つ競争力」と 捉え 

るべきであ るとして、 「わが国国内に 本拠を置く事業部門が 
海外拠点を含めて、 国内および世界市場において、 現時から 

将来にわたって 優位な企業ポジションを 持ち続けることの 出 

図 ] . 競争力のフレームワーク 

実績 ( パ フオーマンス ) 
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来る能力」と 定義している。 あ る事業の国際競争力 は 、 事業 

の競争力要素、 企業の競争力要素、 国の競争力要素、 の総合 
されだちのであ る。 企業の競争力とほ 立地国とほ別にその 企 

業が国を越えて 独自に持っているポテンシャルであ り、 企業 

は本来国籍を 間わず最適立地を 求めて拠点を 移動するもので 

あ ると考えている [ 「 刀 [1 割。 

国際競争力への 関心が高まり、 いろいろの指標が 発表され 

ることは歓迎す ぺ きことであ るが、 その定義や算出の 経緯な 

どよく理解した 上で、 正しく意味を 解釈することが 必要であ 

る。 単純に一人勝手な 解釈をすると、 思わぬ混乱を 招く恐れ 

があ る。 また、 目的にあ った指標の選択 ゆ 構成が重要であ る。 

2. 日本の「産業技術競争力」の 国際評価 
ねが国の産業技術力 は 、 世界的に見て 、 明らかに強い 分 

野と明らかに 弱 い 分野があ り、 「産業競争力」の 強化には、 

様反 な経済・社会的側面の 改革が必要であ るが、 その基盤はゆ 
ほり 技術力であ る。 

このアンケート 調査は「産業技術」の 視点から、 わが国の 
技術の国際水準や 市場競争力を、 米国、 欧州諸国およびアジ 
ア諸国と客観的に 比較評価し、 産業技術政策や 産業技術戦略 

立案のための 基礎的テータを 収集することを 目的としている。 
具体的には、 ①産業技術水準の 評価の枠組および 評価方法、 
および、 ②ねが国の産業技術競争力の 国際比較評価、 の 2 点 
を主眼としている。 これほ、 わが国として 産業技術競争力の 

強化に向けた 活動を展開する 上でち戦略データベースの 中核 
となるちのと 考えてはる。 

2 Ⅰアンケート 調査概要 

このアンケート は 、 「社団法人科学技術と 経済の会」の 会員 

企業の技術経営トップ、 本社研究開発部門の 技術企画・管理ス 
タッフ、 および事業部の 技術マネジメント 担当者を対象とし 

て実施した。 評価対象の項目や 設問が広範囲にねたっており、 

回答者が、 関係の深い分野および 項目のみを選んで 記入する 

方式で、 所属する会社の 事業分野 ゆ 専門分野にとられれるこ 
となく、 当人の知見をべ ー スに回答を求めた。 

調査内容は、 わが国の産業技術全般にわたり、 材 
料・部品から 装置・システム、 ソフトウエア、 サーヒ スさらに 

生産・システム 神経営・人材その 他広く捉えている。 主な産業 
技術および製品について、 わが国の技術水準と 製品の市場 競 
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図 2. 評価対象「産業技術・ 製品」第一次選定リスト 

    

  
  
O 。   
  

これらの項目はこれまでに の技術評価項目をべ ー スに取捨 実施された米田、 遼択 、 追加した 欧州 第 拮田 i 決選定項目てす 、 およ ひ 日本                           



手力を、 米国、 欧州、 アジア諸国と 比較評価し、 あ わせて、 定義した。 また、 「将来」については、 最近の動向 ( 過去 3 ～ 

その発展段階 ゆ 市場化の時期とその 大きさ、 波及効果 ゆ 収益 5 年前と比較した 際の変化 ) が、 今後も継続すると 仮定し、 

性などを評価することとした。 さらに、 その技術・製品分野の 3 ～ 5 年先を予測評価した。 「発展段階」は、 技術知識を蓄積 

@ 」 一 ティンク企業 ゆ 大学・研究所をあ l ブ 、 わが国の競争力を 現 する基礎研究の 段階と製品市場の [ 萌芽 ] 、 [ 成長 ] 、 [ 成熟 ] 、 [ 衰 

在の状況に置いている 主な要因ならびに 産業競争力を 高める 退 ] の 4 段階に分け、 現在、 どの「発展段階」にあ るかを判断 

七 で核となる重要技術 @ 「 田 ㏄ l¥ ㏄ hno@ 部 ) を捉えようと 試 する。 また、 基礎段階まだ ほ 萌芽段階にあ る場合は、 「市場化 

みた。 図 2 は、 評価対象「産業技術・ 製品」リストで「 4 分野 時期」と「市場規模」を 予測する。 との程度のインバクト 効 

239 項目を選定している。 この評価対象項目は、 これまで米 果をちたらすか、 の成熟段階における 市場規模、 ②他の産業 

回 、 欧州諸国および 日本の技術評価で 取り上けられ 仁 項目を や技術への波及効果、 ③収穫逓増性等の 収益性、 など観点か 

べ ー スにしながら、 これらに限定することなく、 わが国の産 ら、 他の製品・技術の 比較して「インバクト 効果」の相対的な 

美技術競争力を 把握していく 上で重要となる 項目として多く 大きさを評価する。 なお、 「収穫逓増性」とは、 当該製品の生 

の項目を追加している。 今後も順次追加し 充実していく 方針 産規模を拡大するに 従って、 生産要素の増加 ] 単位あ たりの 

であ る。 収穫が次第に 増加するとは ぅ 性格 ( すなね ち、 当該技術・製品 

を大量に市場に 供給した企業が、 市場競争において 優位に立 

2.2 アンケート調査内容と 方法 っ こととなるような 性格のちの ) をいう。 技術競争力およ ひ 

回答の具体的な 記入の方法 は 、 評価対象とする 産業技術・製 市場競争力 は ついて、 主導的な立場を 持っているリーティン 

品 項目は、 多分野にまたがっているため、 図 3 のように、 一 ク 企業・大学等を 答える。 さらに、 現在のわが国の「技術水準」 

覧表の形式にまとめた。 黒枠内に掲けた 判断基準にもとつい ゆ 「市場競争力」を 決定している 要因についても、 「 0 項目の 

て 該当する「数値・ 記号」を記入するよ う 設計している。 技術 中から選択しだ。 また、 産業競争力を 高める上で、 重要な 核 

競争力 は 「技術水準」と「市場競争力」の 2 つの視点で評価 となる CCritiCal) な 技術、 すなわち「重要技術 (Crnti ㏄ l 
することし、 「技術水準」は、 それそれの製品の 性能水準、 信 T ㏄ hno@ 部 ) 」を、 評価対象の「産業技術・ 製品」項目から 選 

頼性等 、 製品に体化された 技術の水準を 総合的に勘案したち んでいる。 

の、 「市場競争力」は、 それそれの製品のマーケッシェアを 踏 この調査対象者 は 、 社団法人科学技術と 経済の会の法人会員 

まえ、 国際市場における 競争力を総合的に 勘案したもの、 と 企業 i5 「社で、 8 「社の技術経営責任者回答 ( 回収率 53.0%) 

図 3. 謂査 内容と回答要領 
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を 得た。 その集計・分析結果を 図 4  「分 

野別産業技術・ 製品の「技術水準」およ ぴ 

「市場競争力」評価結果と 動向分析」に 
示す。 これは分野別の 各項目の平均値を 
表している。 

2.3 アンケート調査結果の 概要 
その集計・分析結果を、 図 4. 「分野別 

産業技術・製品の「技術水準」および「市 

場競争力」評価結果と 動向分析」に 示す。 
これは分野別の 各項目の平均値を 表して 

いる。 

これらの調査結果から、 日本の産業技 

術競争力 は 、 概ね次のように 総括するこ 

とが出来る。 分野全般について、 平均的 
には、 日本の技術水準および 市場競争力 

は、 特に米国に比べて 低いと認識されて 

いる。 アジアよりは 高く、 将来は差が縮 

まるがそれほど 急速ではないと 見られて 

いる。 米国には多くの 面で劣るが、 その 

差は 縮まると期待している。 欧州とほ、 
分野により優劣変動はあ るが、 全般的に 
は優位性を保っとされている。 分野別に 

見ると、 情報家電は特段に 強く、 生産技 

術も強い。 新素材、 電子 チ パ イス では比 

較的強く、 環境や交通等インフラでは 拮 

抗している。 電子・光学材料、 情報、 エネ 

ルギー、 環境、 インフラでは 現在ほぼ 同   

等であ るが、 将来的には優位な 方向に進 

むと見ている。 明らかに劣勢なのは、 バ 

イオ、 ソフト、 通信、 医療であ る。 さら 

に、 日本の経営・ 人材他の弱さが 指摘され 
ているが改善への 期待 は 持てると見られ 

ている [ 「Ⅱ [21L 。 

3. 産業競争力強化への 評価結果の活 

用動向と課題 

産業技術戦略を 構築して い くには、 わ 

が国の科学技術の 水準や国際技術競争力 
を客観的に比較評価し、 戦略基礎データ 
として正しく 把握しておくことが 肝要で 

あ る。 これらを踏まえた 上で、 日本の産 

業・経済の再興と 発展のための 戦略目標 

とその実践フロクラムを 開発し、 産業界 
として速やかに 実践行動に移すことが 重 

糞 であ る。 通商産業省 ゆ 科学技術庁を 中 

心とする、 科学技術・産業技術政策への 活 

用と同時に、 産業界でも積極的に 活用し、 

産業・企業レベルの 戦略開発が必要であ 

る。 

社団法人科学技術と 経済の会では、 こ 

の活動を積極的に 展開する方針であ り、 

図 4. 産業技術・製品の 分野別「技術水準」と「市場競争力」 
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産・学・官の 緊密な協力のちとに「産業科学技術競争力委員会 
( 委員長 : 猪瀬 博 氏、 学術情報センター 長 ) 」を発足させ 組織 

的活動を開始した。 この委員会の 目的は、 産業競争力を 強化 

する実践的な 戦略目標の創設とその 実行プロバラムを 開発し、 

産業界を中心に 即、 実践して い くことを杢目的としている 

[1 引 [2 ぴ 。 その活動の基本コンセプト は 、 スビード と 実践 力 

を重視したトライアンクル 構想で、 ①日本の経験豊富で 見識 

の高い有識者と、 ②実践 力 のあ る企業のトップ 技術経営者お 

よ ひ 、 ③戦略フロクラムを 開発する若手中核 WG の 3 者で構 

成する。 特に、 企業から派遣され 中核 WG のメンバ一に 戦略 

開発に重点を 置いている。 この際、 重要なのほ確かな 競争力 

テータベースにもとついて 戦略を考えることで、 今回の産業 

技術競争力評価データの 活用は重要な 意味を持っている。 こ 

れは車の両輪のように 相互補完するもので、 データーべ ー ス 

の充実にち積極的に 協力する体制になっている。 政府レベル、 

産業レベル、 学会レベル、 企業レベルでデーターべ ー スを 共 

有しておくことほ 相互のコミ コ ニケーション ゆ 目標設定と役 

割分担において 極めて重要なことで、 統一性のあ る使いやす 

いものにしなけれ ば ならない。 

おわりに 

わが国の産業技術競争力を「 4 分野 239 項目にわた国際比 

較し、 米国、 欧州およびアジアとの 技術水準、 市場競争力、 

それらの技術的発展段階と 市場化に至るまでの 期間、 市場規 

模、 波及効果、 収穫逓増性を 評価し将来動向を 予測した。 ま 

た 、 競争力要因について 分析した。 さらに、 日本としての 重 

要技術 @rihiticalTechnol0 緩 ) について調査を 行った [21]o 
このアンケート 調査の特長は、 調査事項の設定が 多分野多 

項目で多面的に 構成されていることで、 深い分析が可能であ 

る。 データをさらに 蓄積し、 数量化分析などの 統計的手法を 

活用した多元的な 分析により重要な 戦略要因が引き 出せるよ 

ぅ 今後の展開が 期待できる。 また、 今回得られた 調査テータ 

をべ ー スとして、 分野ごとに議論を 交わし産業技術競争力め 

より深 い 理解と情報の 共有化を進め、 いろいろな「 場 」を通 

して産業技術戦略 ゆ 企業の技術開発戦略に 役立てて頂きた い 。 

評価対象項目は、 固定項目と変動項目に 分けるなど継続性を 

持たせつつ将来の 方向にち感度よく 対応できるように 柔軟性 

を持たせることが 望ましい。 特に、 調査を継続しテータを 積 

み上げていくことが 肝要であ る。 さらに、 情報通信、 ソフト・ 

サー ピス関係、 バイオテクノロジ 一分野、 社会・生活システム、 

環境問題、 商品開発や生産システムの 問題、 経営・マネジメン 

トカ などについては、 更なる議論が 必要であ ろう。 この調査 

は 、 戦略基盤データベース 構築の第一歩で、 これらのデータ 

自体から結論が 引き出せるほど 産業技術競争力の 強化策は単 

純でほない。 持続的なデータ 収集と分析ならびに 討議を含む 

全体プロセスが 重要であ る。 

この調査の実施にあ だっては、 ねが国の産業技術競争力に 

ついて長年研究を 重ねてこられた、 山 2 内 昭夫教授 ( 大東文 

化大学 ) および丹羽 清 教授 ( 東京大学 ) のご協力をいただい 

た。 また、 産業技術競争力 は ついて、 米国および欧州の 動向 

を長年にわたって フ オコ 一 されてきた岸田純之助氏 ( 元朝日 

新聞社論説主幹 ) には、 この度の調査について 総括的なアド 

パイスをいただいた [ 引 [ Ⅲ。 あ らためて感謝の 恵を表したい。 

おわりに、 今回の調査は 初年度の試行であ り、 多くの改善 

点が残されている。 産業技術だけでなく、 広く科学技術全般 
にわたって整合性のあ るテータベースと 発展させたく、 関係 

各位の暖かいご 支援を俳願している。 
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